財政のあらまし（2018Ⅱ 142号）の概要

◎平成29年度一般会計決算状況（P10）

（歳　入）
　・歳入総額は、対前年度比5.0％減の5,638億円
　・税収は、景気回復等による給与所得の増加に伴い個人県民税が過去最高の431億円　（対前年度比＋5.5％）。法人関係税は前年度を下回ったものの（対前年度比△3.3％）引き続き高い水準で推移し、実質県税ベースでは平成27年度に次いで過去2番目と　なる1,811億円（対前年度比＋1.2％）

　・一方で、前年度は、能登半島地震復興基金の終了に伴う貸付金の償還（250億円）や新幹線開業ＰＲ推進ファンドに対する貸付金の償還（100億円）といった大きな臨時収入があったことから、歳入総額は減少
（歳　出）
　・歳出総額は、対前年度比5.3％減の5,560億円
　・投資的経費は、新幹線金沢・敦賀間の整備の本格化等により、対前年度比＋11.5％
　・一方で、公債費は、能登半島地震復興基金の終了に伴う県債の償還（250億円）が　　　　なくなったことから、対前年度比△22.0％と大きく減少
　・また、一般行政経費は、ほっと石川観光プラン推進ファンドの創設に係る貸付金（150億円）がなくなったことなどから、対前年度比△6.1％
（収　支）

　・形式収支(歳入－歳出)は77億円の黒字、実質収支(形式収支－翌年度繰越財源)は7億円の黒字
　・Ｈ24年度から6年連続で財政調整・減債基金を取り崩すことなく収支均衡を達成
（経常収支比率）

　・Ｈ29年度決算における経常収支比率は、退職者が一時的に少なかったことによる人件費の減少等により、対前年度比1.0ポイント減の94.2％（全国平均95.2％）
　・今後も社会保障関係経費の増加など、義務的経費が県財政を圧迫する厳しい状況
　[image: image1.emf]経常収支比率の推移

(単位：％）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

石川県 96.7 95.3 92.6 94.7 93.4 92.4 92.8 94.1 95.2 94.2

全 国 95.3 95.2 90.9 93.9 94.1 93.0 93.5 94.1 95.4 95.2

区　　　　分

経常収支比率


◎財政健全化に関する指標（P19）
　・Ｈ29年度決算における健全化判断比率は、全て早期健全化基準未満
　[image: image2.emf]実質公債費比率、将来負担比率の推移

(単位：％）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

石川県 14.4 15.4 16.7 17.3 16.5 15.5 14.9 14.3 13.9 13.5

全 国 12.8 13.0 13.5 13.9 13.7 13.5 13.1 12.7 11.9 11.4

石川県 270.7 263.4 241.1 239.7 229.7 229.3 217.2 210.6 214.3 214.9

全 国 219.3 229.2 220.8 217.5 210.5 200.7 187.0 175.6 173.4 173.1

※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％

区　　　　分

実質公債費比率

将来負担比率


◎本県の財務諸表（企業会計的手法を用いた財政状況の分析）（P23）
　・財務諸表･･･貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書
＊ 行政コスト計算書の概況（P24）
　・県が提供する行政サービスに必要な経費の内訳を示すもの

　・補助金や社会保障関係経費などの移転費用（移転支出的なコスト）が39.3％（前年37.5％）と最も大きい。教員や警察官も含めた人件費（人にかかるコスト）は32.4％（前年33.6％）、施設の維持管理費や減価償却費などの物件費等（物にかかるコスト）は25.3％（前年25.3％）
＊ 貸借対照表の概況（P26）
　・資産は1兆6,914億円（前年1兆6,920億円）。うち道路や学校等の有形固定資産が
　　1兆3,677億円（前年1兆3,750億円）で最も大きく、全体の約８割
　・負債は1兆3,642億円（前年1兆3,736億円）。うち県債残高は1兆2,241億円（前年1兆2,248億円）
　・純資産は3,272億円（前年3,184億円）。資産が負債を上回っており、いわゆる債務　　　超過の状態には陥っていない
＊ 純資産変動計算書の概況（P28）　
　・純資産は前年から88億円増加。県が提供する行政サービスにかかるコストで資産が3,752億円減少したが、県税や国補助金等により3,840億円増加
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